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決議事項
第１号議案	 剰余金の処分の件
第２号議案	 取締役２名選任の件
第３号議案	 監査役１名選任の件

第104回 定時株主総会

招集ご通知

場 所
東京都中央区日本橋蛎殻町二丁目１番１号
ロイヤルパークホテル３階	ロイヤルホール

日 時
2015年３月26日（木曜日）午前10時

書面による議決権行使期限
2015年3月25日（水曜日）
午後5時30分到着分まで

インターネットによる議決権行使期限
2015年3月25日（水曜日）
午後5時30分受付分まで
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株主の皆様へ
株主の皆様には、平素より格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。

中外製薬は、『革新的な医薬品とサービスの提供を通じて新しい価値を創造
し、世界の医療と人々の健康に貢献します』というミッションのもと、患者さんを最
優先に考え行動しております。

私たちは、「がん」「腎」「骨・関節」等の分野を戦略領域と位置付け、特に薬剤
の貢献度と患者さんの治療満足度が低い「アンメット・メディカル・ニーズ」領域に
おいて、化学合成技術に加えて当社の最大の強みである「バイオ・抗体技術」や
「標的分子探索技術」といった最先端技術を駆使しながら、ロシュ・グループの資
源を有効に活用することで、国内外において独自性の高い革新的な医薬品の創
出に取り組んでおります。

こうした活動を通して、私たちは、「世界に通用するトップ製薬企業」を目指して
おります。患者さんやそのご家族並びに医療従事者の皆様など、当社の事業活動
に関わるさまざまなステークホルダーの皆様の期待に応え、社会的な信頼を獲得
し、高い企業価値を提供していくことがトップ製薬企業としての使命であり責任で
あると考えております。そのためにも、生命関連企業としての高い倫理観と道徳観
をベースに、日々 挑戦してまいりますので、株主の皆様におかれましては、今後とも
一層のご支援ご協力を賜りますようお願い申しあげます。

2015年2月

代表取締役会長
最高経営責任者

■	第104回定時株主総会招集ご通知	 1
■	株主総会参考書類	 5
■	事業報告	 9
■	連結計算書類	 36
■	計算書類	 38
■	監査報告書	 41
■	ご参考	 44
	 ●		中外製薬のCSR（社会責任）
	 ●		中外製薬の人財マネジメント

目 次
インターネットによる開示について
●	連結計算書類の「連結注記表」及び計算書類の「個別注記表」につきま
しては、法令及び定款第15条に基づき、インターネット上の当社ウェブ
サイトに掲載しておりますので、本招集ご通知には記載しておりません。

●	監査役及び会計監査人が監査した連結計算書類及び計算書類は、本
招集ご通知に記載の各書類と当社ウェブサイトに掲載の「連結注記
表」及び「個別注記表」とで構成されております。

●	株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修
正事項が生じた場合には、当社ウェブサイトにて、修正後の内容をご案
内いたします。
　　　中外製薬ウェブサイト
　　　http://www.chugai-pharm.co.jp/hc/ir
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株  主  各  位

記

１	 日　　　時	 2015年３月26日（木曜日）午前10時
2	 場　　　所	 東京都中央区日本橋蛎殻町二丁目１番１号
	 	 ロイヤルパークホテル　３階　ロイヤルホール
	 	 （末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）
3	 目	的	事	項	
	 報	告	事	項	 2014年度（2014年１月１日から2014年12月31日まで）事業報告、

計算書類、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結
計算書類監査結果報告の件

	 決	議	事	項
	 　	第１号議案	 剰余金の処分の件
	 　	第2号議案	 取締役２名選任の件
	 　	第3号議案	 監査役１名選任の件

以　上

2015年２月25日
（証券コード　4519）

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
さて、当社第104回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席ください
ますようご通知申しあげます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面又は電磁的方法（インターネット等）のいずれ
かの方法によって議決権を行使することができますので、お手数ながら後記の株主総
会参考書類をご検討いただき、2015年3月25日（水曜日）午後５時30分までに議決権
を行使くださいますようお願い申しあげます。

敬　具

第104回定時株主総会招集ご通知

代表取締役会長　永 山　 治

東京都北区浮間五丁目５番１号
本社事務所
東京都中央区日本橋室町二丁目１番１号（ ）
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議決権行使方法についてのご案内

中外製薬株式会社 第104回定時株主総会 議決権行使書用紙を会場受付へご提出ください。（ご記入・ご捺印は不要
です）
＊	代理人としてご出席いただける方は議決権を有する他の株主様１名のみとし、会場受付に
て代理権を証明する書面の提出が必要となりますのでご了承ください。

株主総会にご出席いただく場合

株主総会にご出席いただけない場合

株主総会開催日時　2015年3月26日（木曜日）午前10時

行使期限　2015年3月25日（水曜日）午後5時30分到着分まで

行使期限　2015年3月25日（水曜日）午後5時30分受付分まで

同封の議決権行使書用紙に各議案に対する賛否をご記入いただき、ご返
送ください。

http://www.evote.jp/にアクセスの上、画面の案内に従って、各議案
の賛否をご入力ください。
→インターネットによる議決権行使方法については次頁をご参照ください。

■書面による議決権行使の場合

■インターネットによる議決権行使の場合

複数回行使された場合の議決権の取り扱い
書面とインターネットにより
重複して議決権を行使された場合 インターネットによる議決権行使の内容を有効とさせていただきます。

インターネットにより
複数回議決権を行使された場合 最後に行使された内容を有効とさせていただきます。

議決権行使書

＊	インターネットにより議決権を行使された後、書面にて異なる内容の議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行
使の内容が有効となりますので、行使内容を変更される場合は、改めてインターネットにより議決権を行使してください。

議決権行使書

議　　  案
第1号議案
第2号議案

原案に対する賛否

（次の候補者を除く）

賛 　　否

第3号議案 賛 　　否

賛 　　否

2
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●❶「次の画面へ」をクリック

http://www.evote.jp/

ご利用手順（パソコンの場合）

■インターネットによる議決権行使方法のご案内
議決権行使ウェブサイトhttp://www.evote.jp/にアクセスの上、議決権行使書用紙に記載された

「ログインＩＤ」及び「仮パスワード」をご利用いただき、画面の案内に従ってご入力ください。

議決権行使サイトへアクセスする1

パスワードを登録する3

以降は画面の案内に従って各議案の賛否を入力する4

議決権行使書のこちらを
ご参照ください。

ログインＩＤ・仮パスワード

ログインする2
●❷お手元の議決権行使書用紙の右下に記載された「ログインID」及び 
「仮パスワード」を入力

●❸「ログイン」をクリック

●❹新しいパスワードを「新しいパスワード」入力欄と「新しいパスワード
（確認用）」入力欄の両方に入力 
パスワードはお忘れにならないようご注意願います

●❺「送信」をクリック

●❶

●❷

●❹ ●❺

●❸

QRコード読み取り機能を搭載したスマートフォ
ン、携帯電話又はタブレットをご利用の場合は、
右記のQRコードを読み取ってアクセスいただくこ
とも可能です。

3
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議決権行使方法についてのご案内

2. インターネットによる議決権行使方法について

（1）	インターネットによる議決権行使は、パソコン、スマートフォン又は携帯電話から、議決権行使サイト（http://www.
evote.jp/）にアクセスしていただくことによって実施可能です（午前2時から午前5時を除く）。

（2）	インターネットのご利用環境、ご加入のサービスやご使用の機種によっては、議決権行使サイトがご利用できない場合も
あります。

（3）	パソコン、スマートフォン又は携帯電話による議決権行使サイトへのアクセスに際して発生するインターネット接続料、通
信料等は、株主様のご負担となります。

（4）	インターネットによる議決権行使は、2015年3月25日（水曜日）の午後5時30分まで受け付けいたしますが、お早めに行
使していただき、ご不明な点等がありましたら下記ヘルプデスクへお問い合わせください。

（1）	議決権行使サイト（http://www.evote.jp/）において、議決権行使書用紙に記載された「ログインID」及び「仮パスワー
ド」をご利用いただき、画面の案内に従って賛否をご入力ください。

（2）	株主様以外の方による不正アクセスや議決権行使内容の改ざんを防止するため、ご利用の株主様には、議決権行使サイ
ト上で「仮パスワード」の変更をお願いすることになります。

議決権行使サイト等に関す
るお問い合わせ

三菱UFJ信託銀行株式会社	証券代行部（ヘルプデスク）
0120-173-027（午前9時〜午後9時、通話料無料）

ご利用上の留意点

1. 議決権行使サイトについて

機関投資家の皆様へ
株式会社ICJが運営する議決権行使プラットフォームのご利用を
事前に申し込まれた場合には、当該プラットフォームより議決権
を行使いただけます。

4
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株 主 総 会 参 考 書 類 議案及び参考事項

当社は、戦略的な投資資金需要や業績見通しを勘案したうえで、Core	EPS（※）対比平均して50％の配当性向を目処
に、株主の皆様へ安定的な配当を行うことを目標といたします。内部留保資金につきましては、一層の企業価値向上に
向け、現戦略領域で更なる成長を図ることや将来のビジネス機会を探索するための投資に充当してまいります。
このような方針のもと、当事業年度の剰余金の処分につきまして、以下のとおりといたしたいと存じます。

（※）「Core	EPS」とは、当社が定める非経常的損益項目を控除したうえで算出された、当社株主に帰属する希薄
化後１株当たり当期利益であります。

● 期末配当に関する事項
　（1）	配当財産の種類

金銭
　（2）	株主に対する配当財産の割り当てに関する事項及びその総額

当社普通株式1株につき26円
総額14,181,113,752円
	なお、中間配当金として1株につき22円をお支払いしておりますので、当事業年度の年間配当金は1株につ
き48円となります。

　（3）	剰余金の配当が効力を生ずる日
2015年3月27日

第１号議案　剰余金の処分の件
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ご参考 配当及び配当性向について

国際会計基準（IFRS）及びCore実績の適用について
当社は2012年まで日本基準の当期純利益を用
いた配当性向を配当額算出の指標としており
ましたが、2013年からこれをIFRS実績に調整
を加えたCore実績の当社の株主に帰属する当
期利益に変更いたしました。Core実績は、
IFRS実績から非経常的な事象等を除外してい
るため、一時的な要因に左右されにくい安定
的な指標であり、これを指標とすることで安
定的な株主還元につながることが期待できます。
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取締役全員10名のうち、本総会終結の時をもって、大橋光夫、ダニエル・オデイの２名は任期満了となります。つ
きましては、取締役２名の選任をお願いいたします。
取締役候補者は次のとおりであります。

第2号議案　取締役２名選任の件

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1968年	 4月 株式会社住友銀行入行
1994年	 6月 同行取締役
1998年	11月 同行常務取締役
1999年	 6月 同行常務取締役兼常務執行役員
2001年	 1月 同行専務取締役兼専務執行役員
2001年	 4月 株式会社三井住友銀行専務取締役兼専務執行役員
2002年	12月 株式会社三井住友フィナンシャルグループ専務取締役
2003年	 6月 株式会社三井住友銀行副頭取兼副頭取執行役員
2005年	 6月 株式会社三井住友フィナンシャルグループ取締役会長（現任）
2005年	 6月 株式会社三井住友銀行頭取兼最高執行役員

（重要な兼職先）
株式会社三井住友フィナンシャルグループ　取締役会長
花王株式会社　社外取締役
株式会社小松製作所　社外取締役
パナソニック株式会社　社外取締役
南海電気鉄道株式会社　社外監査役
【社外取締役候補者に関する特記事項】
・奥正之氏は、企業経営者としての豊富な経験・知識等から、当社の経営に関する助言・監督等を
社外取締役として適切に遂行することができるものと判断いたしました。
・同氏が取締役に選任された場合には、当社は同氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく
独立役員として指定し、同取引所へ届け出る予定であります。
・同氏が2011年3月まで取締役を務めていた日興コーディアル証券株式会社（現　SMBC日興
証券株式会社）は、同社の従業員が同社の口座外において顧客から資金を詐取した不正行為に
関し、2011年4月、金融庁から業務改善命令を受けました。また、同社は、法人関係情報に係る
管理体制の不備及び不適切な勧誘行為が認められたとして、2012年4月、金融庁から業務改
善命令を受けました。更に、同社は、法人関係情報に係る不公正な取引の防止を図るために必要
かつ適切な措置を講じていないとして、2012年8月、金融庁から業務改善命令を受けました。
・同氏が2008年6月から現在に至るまで社外取締役を務めているパナソニック株式会社は、冷蔵
庫用コンプレッサー事業の独占禁止法違反行為に関し、2010年9月に米国司法省、同年10月
にカナダ競争局との間で、それぞれ罰金を支払うことに合意し、また2011年12月に欧州委員会
から制裁金支払命令を受けました。また、特定顧客向けの一部自動車部品事業の独占禁止法違
反行為に関し、2013年7月に米国司法省、2014年2月にカナダ競争局との間で、それぞれ罰金
を支払うことに合意しました。同氏は、冷蔵庫用コンプレッサー事業の独占禁止法違反行為発生
後に就任しており、各違反行為の判明までは各違反行為を認識しておりませんでしたが、平素よ
り法令順守の視点に立ち、取締役会等を通じて職務を遂行し、法令に反する業務執行がなされ
ることがないよう努めておりました。判明後は、再発防止に向けた同社の取り組みの内容を確認
しました。

奥
おく
　正

まさゆき
之

（1944年12月2日生）

0株
 所有する当社の株式数

社外取締役候補者
新 任

候補者
番号 1

株 主 総 会 参 考 書 類

6
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社外取締役候補者
再 任

候補者
番号 2

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況

1987年	 4月 ロシュ・ファーマ［アメリカ］入社
1995年	 1月 ロシュ・ファーマ［アメリカ］人事部長
1996年	11月 ロシュ・ファーマ［アメリカ］プロダクト・マーケティング部長
1998年	 5月 ロシュ関節炎・呼吸器疾患ビジネスユニット長
1999年	 7月 ロシュタミフル・ライフサイクルリーダー
2001年	 4月 日本ロシュ株式会社経営企画部長
2003年	 4月 ロシュ・ファーマ［デンマーク］社長
2006年	 4月 ロシュ・モレキュラー・ダイアグノスティクス社社長兼CEO
2010年	 1月 ロシュ診断薬事業部門COO兼ロシュ経営執行委員会委員
2012年	 9月 ロシュ医薬品事業部門COO兼ロシュ経営執行委員会委員兼ジェネンテック［アメリカ］取締役（現任）
2013年	 3月 当社取締役（現任）

【社外取締役候補者に関する特記事項】
・	ダニエル・オデイ氏は、ロシュ・グループの経営メンバーとしてのグローバルな観点から、当社の
経営に関する助言・監督等を行っております。今後も、社外取締役としての職務を適切に遂行す
ることができるものと判断いたしました。
・同氏が当社社外取締役に就任してからの年数は、本総会終結の時をもって2年となります。

注)	1.候補者と当社との特別の利害関係
	 ①　	奥正之氏と当社との間に特別の利害関係はありません。
	 ②　	ダニエル・オデイ氏が経営メンバーを務めているロシュ・グループ（ジェネンテックを含む）と当社との関係につきましては、事業報告	

「⒈当社グループの現況に関する事項　⑽重要な親会社及び子会社の状況　①親会社の状況」に記載のとおりであります。
	 2.責任限定契約の締結
	 	当社は、社外取締役との間で会社法第423条第1項の賠償責任を限定する契約（責任限定契約）を締結できる旨定款に規定しており、当該契

約に基づく賠償責任の限度額は、法令で定める最低責任限度額です。当社は、ダニエル・オデイ氏との間で、当該契約を締結しており、同氏が
取締役に選任された場合には、引き続き同様の契約を継続する予定であります。また、奥正之氏が取締役に選任された場合には、同様の責任
限定契約を締結する予定であります。

ダニエル・オデイ
（1964年５月26日生）

Daniel O'Day

0株
 所有する当社の株式数

 取締役会への出席状況
8回中8回（100％）

ご参考 第104回定時株主総会の第2号議案（取締役2名選任の件）が原案どおり可決されますと、本総会後の取締
役会の構成は以下のとおりとなります。
永山治、上野幹夫、小坂達朗、板谷嘉夫、田中裕、池田康夫、奥正之、フランツ・ベルンハント・フーマー、	
ダニエル・オデイ、ソフィー・コルノウスキー‐ボネ

7

招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

ご
参
考

010_0410001102703.indd   7 2015/02/10   18:48:38



横
よこやま
山　俊

しゅんじ
二

（1955年3月12日生）

新 任

0株
 所有する当社の株式数

監査役全員４名のうち、本総会終結の時をもって、三輪光太郎は任期満了となります。つきましては、監査役１名の
選任をお願いいたします。
なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は次のとおりであります。

注）	候補者と当社との特別の利害関係
	横山俊二氏と当社との間に特別の利害関係はありません。

以	　上

第3号議案　監査役１名選任の件

株 主 総 会 参 考 書 類

略歴、地位及び重要な兼職の状況

1981年	 4月 当社入社
2002年	10月 臨床開発第一部長
2004年	10月 執行役員臨床開発本部長
2007年	 3月 執行役員信頼性保証本部副本部長兼医薬品安全性ユニット長
2009年	 7月 執行役員医薬安全性本部長
2011年	 4月 執行役員信頼性保証ユニット長兼医薬安全性本部長
2013年	 1月 常務執行役員信頼性保証ユニット長（現任）

ご参考 第104回定時株主総会の第3号議案（監査役1名選任の件）が原案どおり可決されますと、本総会後の監査
役会の構成は以下のとおりとなります。
渡辺邦敏、横山俊二、原壽、石塚達郎
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（2014年1月1日から2014年12月31日まで）事 業 報 告

(1)事業の経過及びその成果
❶ 事業活動の概況
当事業年度における医薬品業界は、各国の財政悪
化に伴う医療費抑制策や医療経済性評価※1の重視を
はじめ、研究開発生産性の低下、安全性や品質に関す
る規制の強化、マーケティング活動の変容など、引き
続き多くの課題の中で厳しい環境下に推移いたしま
した。
一方、当社グループは、2013年1月、「トップ製薬企
業像の実現に向けて力強く『加速』していこう」とい
う決意のもと、中期経営計画「ACCEL	15」をスター
トしました。これは、前計画「Sunrise2012」を通じ
て培った強みを活かし、患者・医療関係者の皆様へ

革新的な価値を提供するスピードを更に高め、刻々
と変化する事業環境に即応していくこと、そしてそ
の基盤となる社内体制の構築や社員の意識改革も、
従来にないスピードで進めていくことを目指すもの
です。
このような状況のもと、当事業年度は、新製品の発
売、主力製品の市場浸透、海外事業の新展開をはじ
め、自社発の革新的な研究テーマや次世代抗体医薬
品※2の研究の進展など、多彩な成果を上げることが
できました。
当事業年度の売上収益は4,611億円、営業利益は
773億円、当期利益は530億円（いずれもCoreベー
ス）となりました。

1 当社グループの現況に関する事項

ご参考 国際会計基準（IFRS）への移行について
当社は、2012年まで日本の会計
基準に基づいて連結決算を行って
きましたが、2013年第1四半期か
らIFRSに基づく業績発表に移行い
たしました。

■ 日本基準とIFRSの主な差異
有形固定資産の減価償却方法の違い

外部から導入した開発品に係る一時金・
マイルストン支払いの会計処理の違い
外部に導出した開発品・製品の契約一時金
受取りの会計処理の違い

日本基準

定率法

研究開発費

その他の
営業収入

IFRS

定額法

無形資産

繰延収益

※1	 医療経済性評価	 	費用対効果分析・疾病負担分析などにより、臨床試験だけでは明らかにすることができない医薬品の持つ価値を評
価すること。

※2	 抗体医薬品	 	抗体を利用した医薬品。がん細胞などの抗原をねらい撃ちするため、高い治療効果と副作用の軽減が期待できます。

□  用語解説 
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❷ 売上の状況

区　分 当事業年度実績 前事業年度実績 前事業年度比
製商品売上高 4,369 4,013 8.9％増
タミフルを除く 4,238 3,902 8.6％増
国内 3,495 3,292 6.2％増
がん領域 1,889 1,724 9.6％増
骨・関節領域 696 606 14.9％増
腎領域 447 489 8.6％減
移植・免疫・感染症領域 208 188 10.6％増
その他領域 256 286 10.5％減

海外 743 611 21.6％増
タミフル 130 110 18.2％増

ロイヤルティ及びその他の営業収入 242 224 8.0％増
売上収益 4,611 4,237 8.8％増

当事業年度の売上収益は、4,611億円（前事業年度
比8.8％増）となりました。

国内製商品売上高（「タミフル」除く）

抗インフルエンザウイルス剤「タミフル」を除く国内製
商品売上高は、新製品や主力品の順調な成長が４月の
薬価改定の影響を吸収し、3,495億円（同6.2％増）とな
りました。
がん領域の売上は、1,889億円（同9.6％増）となりま

した。これは、HER2陽性乳がん※3を適応症とする２つの
新製品、抗悪性腫瘍剤／抗HER2ヒト化モノクローナル
抗体「パージェタ」（2013年９月発売）及び抗HER2抗体

チューブリン重合阻害剤複合体「カドサイラ」（2014年４
月発売）の寄与に加え、抗悪性腫瘍剤／抗VEGFヒト化
モノクローナル抗体「アバスチン」、抗悪性腫瘍剤／
EGFRチロシンキナーゼ阻害剤「タルセバ」等の主力製
品が堅調に伸長していることによります。９月に発売し
た抗悪性腫瘍剤／ALK阻害剤「アレセンサ」の売上高は
14億円でした。
骨・関節領域の売上は、696億円（同14.9％増）と大

きく伸長しました。経口骨粗鬆症※4治療薬のトップブラ
ンド「エディロール」による牽引をはじめ、2013年５月に
皮下注製剤※5を新発売し、2014年６月に２週間の処方
制限が解除されたヒト化抗ヒトIL-6レセプターモノク

（単位：億円）

※3	 HER2陽性乳がん	 がん細胞の表面にHER2というたんぱく質が多くみられる乳がんのこと。悪性度の高いがんに分類されます。
※4	 骨粗鬆症	 鬆（す）が入ったように骨の中がスカスカの状態になり、骨がもろくなる病気。
※5	 皮下注製剤	 少量の薬液を皮下組織に注射する剤形。点滴よりも簡便な投与法。

□  用語解説 

事 業 報 告
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ローナル抗体「アクテムラ」、2013年８月に発売した骨
粗鬆症治療剤「ボンビバ」の寄与によるものです。
腎領域の売上は、遺伝子組換えヒトエリスロポエチン
製剤「エポジン」の売上が薬価改定影響等により大きく
減少し、447億円（同8.6％減）となりました。
移植・免疫・感染症領域（「タミフル」除く）は、他社新
製品の参入により、併用されるペグインターフェロン-α
-2a製剤「ペガシス」、抗ウイルス剤「コペガス」の売上が
増加し、208億円（同10.6％増）となりました。

「タミフル」について
「タミフル」につきましては、通常シーズン向けの売上
は、129億円（同27.7％増）、行政備蓄向け等の売上は、
２億円（同77.8％減）となりました。

海外製商品売上高
海外製商品売上高は、円安影響に加え、欧米で皮下
注製剤を発売した「アクテムラ」のロシュ向け輸出が数
量ベースでも伸長し、743億円（同21.6％増）と大きく
増加しました。

❸ 損益の状況
連結損益の概要（IFRSベース）
当事業年度の売上収益は4,611億円（同8.8％増）、
営業利益は759億円（同3.6％減）、当期利益は521億円
（同0.4％増）となりました。これらには当社が管理する
経常的業績（Coreベース）から除外する無形資産の償
却費12億円、無形資産の減損2億円、事業所再編費用
1億円などが含まれています。

連結損益の概要（Coreベース）
 （Core実績、単位：億円）

区分 当事業年度実績 前事業年度実績 前事業年度比

売上収益 4,611 4,237 8.8％増

売上総利益 2,442 2,376 2.8％増

営業利益 773 799 3.3％減

当期利益 530 526 0.8％増

当事業年度の売上収益は、製商品売上高、ロイヤル
ティ※6及びその他の営業収入がいずれも伸長し、4,611
億円（同8.8％増）となりました。
売上収益のうち、「タミフル」を除く製商品売上高は

4,238億円（同8.6％増）でした。ロイヤルティ及びその他
の営業収入についても、ロシュによる「アクテムラ」の海外
売上増加に伴う受取ロイヤルティ、プロフィットシェア※7	

※6	 ロイヤルティ	 特許権、商標権など、知的財産権の実施許諾に対する対価。
※7	 プロフィットシェア	 ロシュとの共同販売で得られた利益のうち、当社の取り分。

□  用語解説 
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の増加等により前年同期より伸長し、242億円（同8.0％
増）となりました。
大幅な円安影響等により売上原価は2,170億円（同

16.6％増）となり、売上総利益は2,442億円（同2.8％増）
となりました。
経費については、販売費が717億円（同0.3％増）、研
究開発費は円安影響、自社開発テーマの進展、中外
ファーマボディ・リサーチ・ピーティーイー・リミテッド※8［シ
ンガポール］の活動増加等により806億円（同8.8％増）と
なりました。また、一般管理費等においても、建物等の更
新や企業ブランドの浸透を目的とした広報活動等の諸
経費の増加により146億円（同20.7％増）となりました。
その結果、Core営業利益は773億円（同3.3％減）と
なりました。一方、Core当期利益は、その他の金融収入

（支出）の2013年度からの大幅な改善や、税制改正によ
る2014年度の税負担率の低下により増益となり、530
億円（同0.8％増）でした。

当社事業の核（コア）である医薬品事業から発生する経常的
な収益性を管理するための指標として、2013年からCore実
績を採用しております。Core実績とは、IFRS実績から当社
が非経常的と捉える事象等に係る損益等を除いたものです。
当社では、経常的な収益性の推移を社内外一貫してCore実
績で説明するとともに、株主還元をはじめとする成果配分を
行う際の指標としてもこれを使用しております。

Core実績の採用について 以下の項目を調整してIFRS実績から
Core実績を作成しております。

無形資産（例：外部から導入した開発品に係る一時金・
マイルストン支払い）の償却費及び減損損失

上記の税効果影響及び非支配持分利益

事業再編費用、環境対策費用、訴訟費用、
災害等の非経常項目

企業または事業買収による合併影響

ご参考

※8	 中外ファーマボディ・リサーチ・ピーティーイー・リミテッド
	 当社のサテライト研究所のひとつ。当社独自の新規抗体創製技術を活用した抗体医薬品候補を迅速かつ効率的に創製することを目的と

しています。

□  用語解説 

事 業 報 告
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がん領域
1,889億円

54.0%

骨・関節領域
696億円

19.9%

（タミフル®除く）

■ アバスチン® 抗悪性腫瘍剤
■ ハーセプチン® 抗悪性腫瘍剤
■ リツキサン® 抗悪性腫瘍剤
■ タルセバ® 抗悪性腫瘍剤
■ ゼローダ® 抗悪性腫瘍剤
■ ノイトロジン® 好中球減少症治療剤
■ パージェタ® 抗悪性腫瘍剤
■ カドサイラ® 抗悪性腫瘍剤
■ アレセンサ® 抗悪性腫瘍剤

■ アクテムラ® 関節リウマチ治療剤
■ エディロール® 骨粗鬆症治療剤
■ スベニール® 関節機能改善剤
■ アルファロール® カルシウム・骨代謝改善剤
■ ボンビバ® 骨粗鬆症治療剤

ご参考 領域別主要製品

（移植・免疫・感染症領域含む）

■ セルセプト® 免疫抑制剤
■ ペガシス® ペグインターフェロンα-2a	製剤
■ コペガス® 抗ウイルス剤
■ シグマート® 狭心症・急性心不全治療剤

■ タミフル® 抗インフルエンザウイルス剤

464億円

13.2%

その他の領域

国内製商品売上高
3,495億円

447億円

12.8%

腎領域

■ ミルセラ® 腎性貧血治療剤
■ オキサロール® 二次性副甲状腺機能亢進症治療剤
■ エポジン® 腎性貧血治療剤

アバスチン®
アクテムラ®

ミルセラ®

シグマート®
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事 業 報 告

❹ 研究開発活動の状況
　当社グループは、医療用医薬品に関して国内外にわたる積極的な研究開発活動を展開しており、がん領域を中心に国
際的に通用する革新的な医薬品の創製に取り組んでおります。国内では、御殿場[静岡県]、鎌倉[神奈川県]に研究拠点を
配置し、連携して創薬の研究を行う一方、浮間[東京都]では工業化技術の研究を行っております。また、海外では、中外
ファーマ・ユー・エス・エー・エルエルシー[アメリカ]、中外ファーマ・ヨーロッパ・リミテッド[イギリス]、日健中外科技（北京）
有限公司[中国]、中外醫藥開發股份有限公司[台湾]が医薬品の開発・申請業務を、中外ファーマボディ・リサーチ・ピー
ティーイー・リミテッド[シンガポール]、共同支配事業であるC&Cリサーチ・ラボラトリーズ[韓国]が医薬品の研究開発を
行っております。

　臨床開発活動につきましては、下記の進展がありました。

国内の臨床開発活動
 ⅰ がん領域
 	 ・「カドサイラ」は、HER2陽性の手術不能又は再発乳がんを適応症として、4月に発売しました。また、乳がん（術後補

助化学療法）を予定適応症として1月に第Ⅲ相国際共同治験を開始しました。
 	 ・「アレセンサ」は、ALK融合遺伝子陽性の切除不能な進行・再発の非小細胞肺がんに対する製造販売承認を7月に

取得し、9月に発売しました。また、海外において非小細胞肺がんを予定適応症として8月に第Ⅲ相臨床試験を開
始しました。

 	 ・BRAF阻害剤「RG7204」（製品名：「ゼルボラフ」）は、BRAF遺伝子変異を有する根治切除不能な悪性黒色腫を適
応症として4月に製造販売承認申請を行い、12月に承認を取得しました。

 	 ・5-FU誘導体「ゼローダ」は、胃がん（術後補助化学療法）を予定適応症として12月に製造販売承認申請を行いま
した。

 	 ・改変型抗PD-L1モノクローナル抗体「RG7446」は、非小細胞肺がんを予定適応症として2月に第Ⅲ相国際共同
治験を開始しました。

 	 ・抗CD79b抗体薬物複合体「RG7596」は、非ホジキンリンパ腫を予定適応症として7月に第Ⅰ相臨床試験を開始
しました。

 	 ・PI3K阻害剤「RG7604」は、固形がんを対象とした第Ⅰ相臨床試験を9月に開始しました。
 	 ・抗EGFL7ヒト化モノクローナル抗体「RG7414」は、固形がんを対象とした第Ⅰ相臨床試験を実施していましたが、

海外臨床試験において所定の有効性基準を満たさなかったため、2月に開発を中止しました。
 	 ・抗Metヒト化モノクローナル抗体「RG3638」は、3月に第Ⅲ相国際共同治験「METLung試験」について独立評価

委員会より中止が推奨されました。これに伴い、4月に非小細胞肺がんにおける開発を中止しました。
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010_0410001102703.indd   14 2015/02/10   18:48:39



 	 ・「アバスチン」は、乳がん（術後補助化学療法）を対象とした第Ⅲ相国際共同治験「BEATRICE試験」を実施していま
したが、所定の有効性基準を満たさなかったため、6月に開発を中止しました。

 ⅱ 骨・関節領域
 	 ・ヒアルロン酸ナトリウム製剤「スベニール」は、腱・靭帯付着部症を予定適応症として第Ⅲ相臨床試験を実施しまし

たが、2013年に主要評価項目の未達が判明しました。その後、他の評価項目についても追加解析と評価を行い
検討した結果、9月に開発を中止しました。

 ⅲ 自己免疫疾患領域
	 	 ・「アクテムラ」（欧州製品名：「RoACTEMRA」）は、欧州において新剤形である皮下注製剤の製造販売承認を4月に

取得しました。また、国内では大型血管炎を予定適応症として10月に第Ⅲ相臨床試験を開始しました。
 	 ・抗IL-6レセプターヒト化モノクローナル抗体「SA237」は、視神経脊髄炎を予定適応症として2月に当社単独によ

る第Ⅲ相国際共同治験を開始しました。
 	 ・抗インターフェロンアルファヒト化モノクローナル抗体「RG7415」は、全身性エリテマトーデス（SLE）を予定適応症

として第Ⅰ相臨床試験を行っておりましたが、ロシュの動向を受け、4月に開発を中止しました。
 ⅳ 中枢神経領域
	 	 ・抗アミロイドベータヒトモノクローナル抗体「RG1450」は、アルツハイマー病を予定適応症として5月に第Ⅲ相国

際共同治験を開始しました。
	 	 ・GABAAα	5レセプターアンタゴニスト「RG1662」は、ダウン症者における知的能力の改善を予定適応症として5

月に第Ⅰ相臨床試験を開始しました。
	 	 ・グリシン再取り込み阻害剤「RG1678」は、統合失調症を予定適応症としてロシュが6本の第Ⅲ相国際共同治験を

実施し、当社もそのうちの2試験に参加していましたが、ロシュの同疾患に対する開発中止決定及び6本の試験結
果を総合的に検討した結果、10月に開発を中止しました。

 ⅴ 呼吸器領域
	 	 ・抗IL-13ヒト化モノクローナル抗体「RG3637」は、特発性肺線維症を予定適応症として10月に第Ⅱ相国際共同治

験を開始しました。
 ⅵ その他領域
	 	 ・URAT1阻害剤「URC102」は、海外において痛風を予定適応症として7月に第Ⅱ相臨床試験を開始しました。
	 	 ・抗PCSK9ヒトモノクローナル抗体「RG7652」は、高脂血症を予定適応症として第Ⅰ相臨床試験を行っておりました

が、ロシュの開発中止を受け、7月に開発を中止しました。
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事 業 報 告

ご参考 主な臨床開発の状況（2014年12月31日現在）
開発コード 予定適応症 開発

地域
ステージ（時期）

一般名／製品名／剤形 第Ⅰ相 第Ⅱ相 第Ⅲ相 申請中 承 認 発 売

がん領域
AF802／RG7853
アレクチニブ塩酸塩／アレセンサ／経口

非小細胞肺がん 日本 （9月）

海外

RG7204 
ベムラフェニブ／ゼルボラフ／経口

悪性黒色腫 日本
（12月）

RG340 
カペシタビン／ゼローダ／経口

胃がん（アジュバント）（適応拡大） 日本
（12月）

RG1273
ペルツズマブ／パージェタ／注射

乳がん（アジュバント）（適応拡大） ＊
胃がん（適応拡大） ＊

RG3502
トラスツズマブ	エムタンシン／カドサイラ／注射

乳がん 日本 （4月）

乳がん（アジュバント）（適応拡大） ＊
胃がん（適応拡大） ＊

＊＊＊

GA101／RG7159
オビヌツズマフ／製品名未定／注射

中高悪性度非ホジキンリンパ腫 ＊
低悪性度非ホジキンリンパ腫 ＊

RG7446
一般名未定／製品名未定／注射

非小細胞肺がん ＊

GC33／RG7686
一般名未定／製品名未定／注射

肝がん ＊

CKI27／RG7304
一般名未定／製品名未定／経口

固形がん 日本

海外

RG7321
pictilisib／製品名未定／経口

固形がん 日本

RG7596
polatuzumab	vedotin／製品名未定／注射

非ホジキンリンパ腫 日本

RG7604
taselisib／製品名未定／経口

固形がん 日本

骨・関節領域
RG484
イバンドロン酸ナトリウム水和物／ボンビバ／経口

骨粗鬆症 日本

＊：国際共同治験　　＊＊：第Ⅰ／Ⅱ相臨床試験　　＊＊＊：第Ⅱ／Ⅲ相臨床試験　　 	：2014年1月以降の進捗
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新薬ができるまで　薬の候補化合物の発見から医薬品として発売するまでに９年から17年近くの年月がかかります。

開発コード 予定適応症 開発
地域

ステージ（時期）
一般名／製品名／剤形 第Ⅰ相 第Ⅱ相 第Ⅲ相 申請中 承 認 発 売

自己免疫疾患領域
MRA
トシリズマブ／アクテムラ・Actemra・RoActemra
（EU）／注射

関節リウマチ
（新剤形：皮下注製剤） 欧州

（4月）

大型血管炎（適応拡大） 日本
巨細胞性動脈炎（適応拡大） 海外
全身性強皮症（適応拡大） 海外

SA237
一般名未定／製品名未定／注射

視神経脊髄炎 ＊

中枢神経領域
RG1450
gantenerumab／製品名未定／注射

アルツハイマー病 ＊

RG7090
basimglurant／製品名未定／経口

大うつ病 ＊

RG1577
一般名未定／製品名未定／経口

アルツハイマー病 日本

RG1662
一般名未定／製品名未定／経口

ダウン症者における知的能力の
改善 日本

呼吸器領域
RG3637
lebrikizumab／製品名未定／注射

気管支喘息 ＊
特発性肺線維症 ＊

その他領域
CIM331
一般名未定／製品名未定／注射

アトピー性皮膚炎 ＊

URC102
一般名未定／製品名未定／経口

痛風 海外

ACE910／RG6013
一般名未定／製品名未定／注射

血友病A 日本
＊＊

同意を得た少数の健
康人志願者（領域・疾
患によっては患者さん）
を対象に、安全性及び
体内動態の確認を行
います。

医薬品の作用の中
心となる標的分子
を特定し、これに合
わせた構造を持つ
数個の新規物質を
デザインし、医薬品
としての可能性を
調べます。

⇒⇒ ⇒ ⇒ ⇒ ⇒
医薬品としての可能
性が見出された新規
物質の薬効や毒性、
体内動態（吸収・分
布・代謝・排泄）を確
認し、臨床開発に進
める医薬品候補化合
物を決定します。

同意を得た多数の患
者さんを対象に、既存
薬などと比較して新薬
の有効性と安全性を確
認します。

同意を得た少数
の患者さんを対
象に、有効で安全
な投薬量や投与
方法などを確認し
ます。

1  基礎研究 2  非（前）臨床試験 3  臨床試験（治験）

 

承
認
申
請

4  

審
　
　
査

5  

承
　
　
認

6
発
　
売

第Ⅲ相臨床試験第Ⅱ相臨床試験第Ⅰ相臨床試験
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事 業 報 告

(2)設備投資の状況
当社グループは生産設備の増強・合理化及び研究開発
機能の充実・強化などを目的とした設備投資を継続的に
実施しております。当事業年度における設備投資額は
163億円であり、主要なものは、当社による浮間地区の
生物治験薬棟改造工事、当社による鎌倉地区の研究棟耐
震診断に伴う施設移動改修、中外製薬工業株式会社によ
る宇都宮工場のバイオ原体製造棟改造工事などであり
ます。

(3)資金調達の状況
　当事業年度には、社債の発行、増資等による資金調達
は行っておりません。

(4)事業の譲渡等の状況
　当事業年度には、「事業の譲渡、吸収分割又は新設分
割」、「他の会社の事業の譲受け」、「吸収合併又は吸収分
割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継」、
「他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得
又は処分」は行っておりません。

(5)対処すべき課題
❶ 経営の基本方針
　当社グループは、世界有数の製薬企業であるロ
シュとの戦略的アライアンスのもと「革新的な医薬
品とサービスの提供を通じて新しい価値を創造し、
世界の医療と人々の健康に貢献する」ことをMission
（存在意義）とし、「国内外において革新的な新薬を継

続的に提供する、日本のトップ製薬企業」となること
を経営の基本目標としております。
　また、その実践にあたっては、当社グループのCore	
Values（価値観）である「患者・消費者の皆様を最優
先に考えた行動」及び「生命関連企業としての高い倫
理・道徳観」に基づき事業活動を行っております。
　当社グループは、この基本方針に則り、「すべての革
新は患者さんのために」を事業哲学とし、「創造で、想
像を超える。」というスローガンのもと、絶え間ない革
新の追求に取り組んでおります。併せて、効率的な事
業運営を進めることにより、患者、医療関係者、株主
をはじめとするステークホルダーの皆様の期待に応
え、トップ製薬企業を実現することを目指してまい
ります。

❷ 中長期的な会社の経営戦略及び課題
　当社グループは、2013年度から2015年度までを実
行期間とする中期経営計画「ACCEL	15」を策定し、トッ
プ製薬企業の早期実現に向けた取り組みを推進してお
ります。
　医薬品産業を取り巻く環境は、新興国の成長や世界
的な高齢化進展によって医薬品への期待・ニーズが増
大する一方、より困難な疾患への挑戦による研究開発
の難度上昇や各国の財政危機を背景とした価格への圧
力の高まりなど、激しく変化しております。
　こうした環境の中、当社グループはロシュとの緊密な
協働関係を活かし、ロシュからの豊富な開発パイプライ
ン導入やPHC（個別化医療）推進・グローバル開発及び
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販売での協力を通じて、効率的かつ連続的に新薬を開
発・販売できる体制を整えるとともに、自社の強みを更
に磨き上げ、次世代抗体技術に代表される世界最先端
の創薬技術やコンサルティングプロモーションの実践に
よる国内がん領域でのトップシェアの獲得といった革新
的な成果を上げてまいりました。
　中期経営計画「ACCEL	15」におきましては、これらの
競争優位性の更なる強化と企業価値の持続的拡大に
向け、以下の変革課題に注力してまいります。
ⅰ営業生産性の向上
　当社グループは、「アバスチン」、「アクテムラ」をは
じめとする自社及びロシュからの多くの有力新薬を活
かし、がん領域、腎領域、骨・関節領域をはじめとして
国内市場において確固たる地位を築いてまいりまし
た。今後は更にファーストインクラス、ベストインクラ
スの優れた医薬品を連続的に上市していくとともに、
PHC（個別化医療）の推進、実臨床における効果・安
全性に関するエビデンスを基としたコンサルティング
プロモーションの促進、標準治療普及や地域医療へ
の一層の貢献を通じ、患者・医療関係者の皆様へ、こ
れまで以上に効果的なソリューションを提供すること
を目指してまいります。同時に医療提供環境の変化に
適応した柔軟・効率的な営業体制への改革を進め、営
業生産性の向上を図ります。
　また、海外市場においても、「アクテムラ」でのロシュ
との協働を軸とした売上成長を実現してまいります。

ⅱグローバル開発の加速
　当社グループは、自社研究所からの創出及びロ

シュからの導入による豊富な開発パイプラインを保有
しております。世界中の患者・医療関係者の皆様のア
ンメット･メディカル･ニーズに応えるため、クリニカル
サイエンス機能の強化や自社グローバル開発体制の
整備を通じて、各開発プロジェクトの臨床的価値・ビ
ジネス的価値の早期証明を図り、開発・上市の加速を
目指してまいります。
　また、ロシュとの積極的な導出入の実施、グローバ
ル共同試験促進など、両社開発プロジェクトの最速
開発に向けた相互協力体制を、より緊密かつ柔軟な
ものへと進化させ、日本及び欧米各国・新興国等での
速やかな承認獲得・市場導入を進めてまいります。

ⅲ革新的プロジェクトの連続創出
　当社グループは、強みとするバイオ医薬研究を梃
子として、国産初の抗体医薬「アクテムラ」に代表され
る革新的医薬品の創製を進めてまいりました。更に低
分子医薬においても、自社技術の蓄積に加え、ロシュ
との化合物ライブラリー共有によって、飛躍的な創薬
基盤の強化を成し遂げてきております。また、アカデミ
ア等とのネットワークによるオープンイノベーションも
積極的に推し進めております。
　特にバイオ医薬品分野での取り組みは、リサイクリ
ング抗体・スイーピング抗体等の次世代抗体技術確
立、がん幹細胞研究等、世界最先端の成果へと結実
しております。
　こうした成果を、いち早く医療ニーズの充足に結び
つけるため、2012年に中外ファーマボディ・リサーチ・
ピーティーイー・リミテッド[シンガポール]を設立し、連

19

招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

ご
参
考

010_0410001102703.indd   19 2015/02/10   18:48:39



事 業 報 告

続的に革新的な開発プロジェクトを創出する体制を
整えました。
　今後はこれらの革新的創薬技術及び創薬研究体
制を活用し、ファーストインクラス、ベストインクラスの
優れた医薬品の創出を一層加速してまいります。

ⅳ経営基盤の更なる強化
　当社グループは、ロシュとのWIN-WIN関係を基軸
としたリスク・リターンバランスに優れたビジネスモデ
ルを活用するとともに、絶え間ないコスト削減努力を
通じ、国内同業トップクラスの利益率を実現してまい
りました。
　今後は、激変する環境に適応しつつ、持続的な企
業価値拡大を図るため、要員・設備投資をはじめとす

る固定費コントロール及び一層のコスト削減努力に
より、更に効率的かつ柔軟なコスト構造への変革を進
めてまいります。
　また、企業価値拡大機会を最大化するための戦略
的・機動的な投資も同時に行ってまいります。
　人財面においても、ナショナリティ、ジェンダー等の
ダイバーシティを加速し、幅広い視野と多様な専門
性に基づいた革新を促進する体制を強化してまいり
ます。

　これらの変革を通じ、株主をはじめとしたすべての
ステークホルダーの皆様への価値提供を拡大し、トッ
プ製薬企業実現を目指してまいります。

トップ製薬
企業像実現

（2010年代後半）

重要変革テーマ

定量ガイダンス
• Core EPS 年平均成長率（2012-15）　  1桁台半ば～後半
• Core EPS 配当性向　  平均50%を目処

トップ製薬企業像早期実現に向けた変革期

（2012年平均の為替レートでの一定ベース）

営業生産性の向上
グローバル開発の加速
革新的プロジェクトの連続創出
経営基盤の更なる強化 中期

経営計画
ACCEL 15

（2013-15）Sunrise
2012

（2008-12）

1
2
3
4

ご参考
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(6)財産及び損益の状況の推移等
❶ 財産及び損益の状況の推移

日本基準

区　分 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度

売 上 高（億円） 3,735 3,912 － －
営 業 利 益（億円） 624 764 － －
当 期 純 利 益（億円） 352 482 － －
総 資 産 額（億円） 5,335 5,877 － －
純 資 産 額（億円） 4,591 4,901 － －
１株当たり当期純利益（円） 64.75 88.58 － －
１株当たり純資産（円） 839.50 896.02 － －

（注）	 	2013年度から､会社計算規則第120条第１項の規定により国際会計基準（IFRS）に準拠して連結計算書類を作成しております｡また､
ご参考までに2012年度もIFRSに準拠した諸数値を記載しております｡

国際会計基準（IFRS）

区　分 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度

売 上 収 益（億円） － 3,866 4,237 4,611
営 業 利 益（億円） － 747 787 759
当社の株主に帰属する当期利益（億円） － 461 509 510
資 産 合 計（億円） － 6,453 6,972 7,395
資 本 合 計（億円） － 5,292 5,732 5,978
基本的１株当たり当期利益（円） － 84.62 93.47 93.53
１株当たり当社の株主帰属持分（円） － 970.08 1,049.47 1,092.90
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事 業 報 告

ご参考 主要な経営指標の推移（Core実績）

❷ Core実績の推移

区　分 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度

売 上 総 利 益（億円） － 2,193 2,376 2,442
営 業 利 益（億円） － 756 799 773
当 期 利 益（億円） － 474 526 530
当社の株主に帰属する当期利益（億円） － 466 516 519
C o r e 	 E P S（円） － 85.64 94.69 95.04

（注）	1.		Core実績とは、IFRS実績から当社が非経常的と捉える事象等に係る損益等を除いたもので、当社事業の核（コア）である医薬品事
業から発生する経常的な収益性を管理する指標として、2013年度から採用しております。当社ではCore実績を、社内の業績管
理、社内外への経常的な収益性の推移の説明、及び株主還元をはじめとする成果配分を行う際の指標として使用いたします。

	 2.		「Core	EPS」とは、当社が定める非経常的損益項目を控除したうえで算出された、当社株主に帰属する希薄化後１株当たり当期利
益であります。

■売上収益（億円）

2012年度

3,866

2013年度

4,237

2014年度

4,611
■営業利益（億円）
　

2012年度

756

2013年度

799

2014年度

773
95.0495.04

2012年度 2013年度

◆ Core EPS （円）
 

2014年度

94.69
85.64
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❸ その他主要な経営指標の推移

区　分 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度

自 己 資 本 比 率（％） 85.6 83.0 － －
自己資本利益率（ROE）（％） 7.8 10.2 － －
株 価 収 益 率（PER）（倍） 19.60 18.64 － －
１株当たり配当額（円） 40.00 40.00 － －
配 当 性 向（％） 61.8 45.2 － －

（注）	1.		2013年度から､会社計算規則第120条第１項の規定により国際会計基準（IFRS）に準拠して連結計算書類を作成しております｡
また､ご参考までに2012年度もIFRSに準拠した諸数値を記載しております。

	 2.		2014年度の１株当たり配当額は、第104回定時株主総会の第１号議案（剰余金の処分の件）が原案どおり可決されることを前提
とした金額であり、この金額をもとに配当性向を算出しております。

	 3.		上記の「Core	配当性向」は、Core	EPS対比の配当性向であります。

日本基準

区　分 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度

当社の株主帰属持分比率（％） － 81.8 82.0 80.6
当社の株主帰属持分当期利益率（％） － 9.0 9.3 8.7
株 価 収 益 率（PER）（倍） － 19.51 24.88 31.69
１株当たり配当額（円） － 40.00 45.00 48.00
C o r e 	 配 当 性 向（％） － 46.7 47.5 50.5

国際会計基準（IFRS）

23
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事 業 報 告

(8)主要な営業所、工場及び研究所 （2014年12月31日現在）

国内

本　店
本社事務所

東京都北区浮間五丁目５番１号
東京都中央区日本橋室町二丁目１番１号

営　業 札幌支店、仙台支店、東京第一支店、東京第二支店［埼玉県］、横浜支店、名古屋支店、	
京都支店、大阪支店、広島支店、高松支店、福岡支店

研究開発 富士御殿場研究所[静岡県]、鎌倉研究所	[神奈川県]、浮間研究所[東京都]

生　産※ 宇都宮工場[栃木県]、浮間工場[東京都]、藤枝工場[静岡県]

海外

営　業

中外ファーマ・マーケティング・リミテッド［イギリス、ドイツ］
中外ファーマ・ユー・ケー・リミテッド［イギリス］
中外ファーマ・フランス・エスエーエス［フランス］
中外サノフィ‐アベンティス・エスエヌシー［フランス］
台湾中外製薬股份有限公司［台湾］

研究開発

中外ファーマ・ユー・エス・エー・エルエルシー［アメリカ］
中外ファーマ・ヨーロッパ・リミテッド［イギリス］
日健中外科技（北京）有限公司［中国］
中外ファーマボディ・リサーチ・ピーティーイー・リミテッド［シンガポール］
中外醫藥開發股份有限公司[台湾]

※　中外製薬工業株式会社の拠点です。

(7)主要な事業内容 （2014年12月31日現在）
　当社グループの主要な事業内容は、医薬品の研究、開発、製造、販売及び輸出入であります。

24
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(9)従業員の状況 （2014年12月31日現在）

従業員数 前事業年度末比増減
7,023名 151名増

注）	上記の「従業員数」は就業人員数を記載しております。就業人員数は、当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当
社グループへの出向者を含んでおります。

(11)その他当社グループの現況に関する重要な事項
　該当する事項はありません。

(10)重要な親会社及び子会社の状況
❶ 親会社の状況
当社の親会社であるロシュ・ホールディング・リミテッド［本社：スイス］は戦略的アライアンスの合意に基づき当社の株式

を335,223,645株（発行済株式の総数に対する持株比率59.89％、自己株式を控除した持株比率61.46％）保有しており
ますが、当社とロシュは当社普通株式の東京証券取引所市場第一部における上場の維持に協力することに合意しておりま
す。
本戦略的アライアンスは、通常の企業買収や合弁事業とは異なる新しいビジネスモデルの確立を目指しております。当

社は、ロシュ・ホールディング・リミテッドの連結決算の対象会社でありますが、独立した上場企業として、すべての意思決定
をセルフ・ガバナンス原則に基づいて行っております。また、ロシュ・グループとの取引にあたっては、第三者間取引価格によ
る公正な取引を実施することにより少数株主の利益を保護しております。
なお、取締役の10名のうち、２名はロシュ・グループに在籍しておりますが、取締役の半数に至る状況にないことから、経
営の独立性が確保されていると認識しております。

❷ 重要な子会社の状況

会社名 資本金 当社の持株比率 主要な事業内容
中外製薬工業株式会社 80百万円	 100％ 医薬品の製造

中外ファーマ・マーケティング・リミテッド［イギリス］	 8,677,808英ポンド 100％ 医薬品の販売

上記の重要な子会社２社を含む連結子会社の数は20社であります。
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事 業 報 告

(1)発行可能株式総数  799,805,050株

(2)発行済株式の総数	 	 559,685,889株
	 （自己株式14,258,437株含む）

(3)株主数	 30,039名

(4)大株主（上位10名）

株式に関する事項（2014年12月31日現在）2

株主名 持株数（千株） 持株比率（％）
ROCHE	HOLDING	LTD 335,223 61.46

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 18,176 3.33

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 15,254 2.79

野村證券株式会社 7,541 1.38

ゴールドマン・サックス・アンド・カンパニーレギュラーアカウント 6,289 1.15

東京海上日動火災保険株式会社 3,787 0.69

BNPパリバ証券株式会社 3,610 0.66

資産管理サービス信託銀行株式会社（投信受入担保口） 3,589 0.65

中外製薬社員持株会 3,338 0.61
ビーエヌピー	パリバ	セック	サービス	ルクセンブルグ	ジャスデック	アバディーン	
グローバル	クライアント	アセッツ 3,228 0.59

注）	1.	当社は自己株式14,258千株を保有しておりますが、上記の大株主（上位10名）の中には含めておりません。
	 2.	上記の「持株比率」は、発行済株式の総数から自己株式の数を控除して計算しております。
	 3.	上記の「株主名」は、株式会社証券保管振替機構から通知された「総株主通知」に基づき記載しております。

(5)その他株式に関する重要な事項
　該当する事項はありません。

その他法人 1.37%

金融商品取引業者 3.30%

ロシュ 59.89%

外国人 15.55%

個人・その他 4.91%

自己株式 2.54%

金融機関 12.40%

ご参考 所有者別株式分布状況

26

010_0410001102703.indd   26 2015/02/10   18:48:40



(1)当社役員が有する新株予約権の状況（2014年12月31日現在）
❶ 一般型ストック・オプション
　業績向上に対する意欲や士気を高めるとともに優秀な人財を確保することにより、当社グループの企業価値を向上させ
ることを目的として、一般型ストック・オプションとして新株予約権を発行しております。

名　称
（発行日） 個数

目的となる
株式の種類

及び数
１個当たりの

行使価額 行使期間
当社役員の保有状況

取締役 監査役

第3回新株予約権
（2005年4月1日） 510個 当社普通株式

51,000株 164,900円 2005年	4月	1日から
2015年	3月23日まで

106個
（1名） －

第4回新株予約権
（2006年4月3日） 2,101個 当社普通株式

210,100株 224,500円 2006年	4月	3日から
2016年	3月23日まで

857個
（3名）

10個
（1名）

第5回新株予約権
（2007年4月9日） 2,841個 当社普通株式

284,100株 303,900円 2007年	4月	9日から
2017年	3月23日まで

689個
（5名）

50個
（2名）

第6回新株予約権
（2009年4月9日） 1,410個 当社普通株式

141,000株 169,600円 2009年	4月	9日から
2019年	3月25日まで

350個
（4名） －

第7回新株予約権
（2010年5月11日） 1,631個 当社普通株式

163,100株 188,100円 2010年	5月11日から
2020年	4月23日まで

387個
（3名）

80個
（2名）

第8回新株予約権
（2011年6月14日） 1,730個 当社普通株式

173,000株 139,700円 2011年	6月14日から
2021年	5月27日まで

581個
（3名） －

第9回新株予約権
（2012年5月10日） 2,628個 当社普通株式

262,800株 152,800円 2012年	5月10日から
2022年	4月24日まで

1,278個
（5名） －

第10回新株予約権
（2013年5月13日） 3,250個 当社普通株式

325,000株 250,000円 2013年	5月13日から
2023年	4月25日まで

1,310個
（5名） －

第11回新株予約権
（2014年5月12日） 3,100個 当社普通株式

310,000株 267,400円 2014年	5月12日から
2024年	4月24日まで

1,450個
（5名） －

注）	1.		新株予約権の目的となる株式の数は、１個当たり100株となります。
	 2.		一般型ストック・オプションとしての新株予約権は、新株予約権者との間で締結しております新株予約権割当契約において、上記

の「行使期間」にかかわらず、それぞれ発行決議日より約２年間は行使ができない旨を定めております。
	 3.		当社は新株予約権を社外取締役及び監査役には割り当てておりません。なお、上記の「当社役員の保有状況」には、役員就任前に割

り当てたものも含まれます。

新株予約権等に関する事項3
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事 業 報 告

(2)当事業年度中に当社使用人等に対して交付した新株予約権の内容の概要等
・	一般型ストック・オプション

名　称
（発行日） 個数

目的となる
株式の種類

及び数
１個当たりの

行使価額 行使期間 新株予約権の
交付状況

第11回新株予約権
（2014年5月12日） 3,100個 当社普通株式

310,000株 267,400円 2014年	5月12日から
2024年	4月24日まで

当社使用人
1,630個（103名）
当社子会社の使用人

20個（2名）
注）1.		新株予約権の目的となる株式の数は、１個当たり100株となります。
	 2.		一般型ストック・オプションとしての新株予約権は、新株予約権者との間で締結しております新株予約権割当契約において、上記

の「行使期間」にかかわらず、発行決議日より約２年間は行使ができない旨を定めております。

(3)その他新株予約権等に関する重要な事項
　該当する事項はありません。

❷ 株式報酬型ストック・オプション
　当社の取締役の報酬と当社の業績及び株式価値との連動性をより一層明確にし、当社取締役が株価上昇によるメリッ
トのみならず株価下落によるリスクまでも株主の皆様と共有することを目的として、当社取締役に対して株式報酬型ストッ
ク・オプションとして新株予約権を発行しております。

名　称
（発行日） 個数

目的となる
株式の種類

及び数
１個当たりの

行使価額 行使期間 取締役の保有状況

2009年発行新株予約権
（2009年5月11日） 519個 当社普通株式

51,900株 100円 2009年	5月11日から
2039年	4月24日まで

519個
（2名）

2010年発行新株予約権
（2010年5月11日） 579個 当社普通株式

57,900株 100円 2010年	5月11日から
2040年	4月23日まで

579個
（3名）

2011年発行新株予約権
（2011年6月14日） 672個 当社普通株式

67,200株 100円 2011年	6月14日から
2041年	5月27日まで

672個
（3名）

2012年発行新株予約権
（2012年5月10日） 723個 当社普通株式

72,300株 100円 2012年	5月10日から
2042年	4月24日まで

723個
（4名）

2013年発行新株予約権
（2013年5月13日） 457個 当社普通株式

45,700株 100円 2013年	5月13日から
2043年	4月25日まで

457個
（4名）

2014年発行新株予約権
（2014年5月12日） 461個 当社普通株式

46,100株 100円 2014年	5月12日から
2044年	4月24日まで

461個
（5名）

注）1.		新株予約権の目的となる株式の数は、１個当たり100株となります。
	 2.		株式報酬型ストック・オプションとしての新株予約権は、新株予約権者との間で締結しております新株予約権割当契約において、

当社の取締役の地位を喪失した日の翌日以降10日間に限り、新株予約権を行使することができる旨を定めております。
	 3.	当社は新株予約権を社外取締役及び監査役には割り当てておりません。
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(1)取締役及び監査役の状況（2014年12月31日現在）

地　位 氏　名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 永 山 　 治 最高経営責任者（CEO）
ソニー株式会社社外取締役　取締役会議長

代 表 取 締 役 副 会 長 上 野 幹 夫 CSR推進担当、監査担当

代 表 取 締 役 社 長 小 坂 達 朗 最高執行責任者（COO）

取締役専務執行役員 板 谷 嘉 夫 CFO、財務統轄部門長兼財務経理部長、IT統轄部門管掌

取締役専務執行役員 田 中 　 裕 プロジェクト・ライフサイクルマネジメントユニット長、
研究管掌、臨床開発管掌、メディカルアフェアーズ管掌

取 締 役（ 社 外 ） 大 橋 光 夫 昭和電工株式会社最高顧問
株式会社みずほフィナンシャルグループ社外取締役

取 締 役（ 社 外 ） 池 田 康 夫 学校法人根津育英会武蔵学園副理事長
一般社団法人日本専門医機構理事長

取 締 役（ 社 外 ） フランツ・ベルンハント・フーマー ディアジオ・ピーエルシー［イギリス］取締役会議長（非常勤）

取 締 役（ 社 外 ） ダ ニ エ ル・オ デ イ ロシュ医薬品事業部門COO兼ロシュ経営執行委員会委員
兼ジェネンテック［アメリカ］取締役

取 締 役（ 社 外 ） ソフィー・コルノウスキー‐ボネ ロシュ医薬品提携部長兼ロシュ拡大経営執行委員会委員

常 勤 監 査 役 三 　 輪 　 光 太 郎

常 勤 監 査 役 渡 辺 邦 敏

監 査 役（ 社 外 ） 原 壽 長島・大野・常松法律事務所アジア総代表

監 査 役（ 社 外 ） 石 塚 達 郎 公認会計士石塚達郎事務所代表

会社役員に関する事項4
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事 業 報 告

注）	1.		当事業年度中の退任取締役・監査役及び新任取締役・監査役は次のとおりであります。
	 	 	＜退任＞
	 	 	 	 取締役	 山崎達美（2014年3月27日任期満了により退任）
	 	 	 	 取締役	 ウィリアム・エム・バーンズ（2014年3月27日任期満了により退任）
	 	 	＜新任＞
	 	 	 	 取締役	 田中裕（2014年3月27日就任）
	 	 	 	 取締役	 フランツ・ベルンハント・フーマー（2014年3月27日就任）
	 2.		監査役石塚達郎は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
	 3.		当社は、取締役大橋光夫及び池田康夫並びに監査役石塚達郎を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取

引所に届け出ております。
	 4.		2015年1月1日付をもって、上記の「担当及び重要な兼職の状況」は、次のとおり変更となりました。

地位 氏名 担当及び重要な兼職の状況
変更前 取締役専務執行役員 板 谷 嘉 夫 CFO、財務統轄部門長兼財務経理部長、IT統轄部門管掌
変更後 取締役専務執行役員 板 谷 嘉 夫 CFO、財務統轄部門長、IT統轄部門管掌

(2)社外役員に関する事項
❶ 重要な兼職先と当社との関係
・	取締役ダニエル・オデイ及びソフィー・コルノウスキー‐ボネの兼職先であるロシュ・グループ（ジェネンテック
［アメリカ］を含む）と当社との関係は、前記「⒈当社グループの現況に関する事項　⑽重要な親会社及び子会社の
状況　①親会社の状況」のとおりであります。

・	当社は、取締役池田康夫の兼職先である学校法人根津育英会武蔵学園に寄付を行っておりますが、その寄付額は僅
少であります。

・	当社は、監査役原壽の兼職先である長島・大野・常松法律事務所から、監査役原壽以外の弁護士より必要に応じて法
律上のアドバイスを受けておりますが、同事務所と当社との間における取引額は僅少であります。

・	上記のほか、社外役員の兼職先と当社との間に開示すべき関係はありません。
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❷ 当事業年度における主な活動状況

氏　名
出席状況

取締役会・監査役会における発言状況
取締役会 監査役会

社
外
取
締
役

大 　 橋 　 光 　 夫 8回中8回
（100%） － 企業経営者としての豊富な経験・知識等から、当社の

経営に関し適宜指摘・助言等を行っております。

池 　 田 　 康 　 夫 8回中8回
（100%） － 医師・大学教授としての豊富な経験・知識等から、当

社の経営に関し適宜指摘・助言等を行っております。

フランツ・ベルンハント・フーマー 6回中2回
（33.3%） －

グローバル製薬企業等における経営者としての豊富
な経験・知識等から、当社の経営に関し適宜指摘・助
言等を行っております。

ダ ニ エ ル・オ デ イ 8回中8回
（100%） －

ロシュ・グループの経営メンバーとしてのグローバ
ルな観点から、当社の経営に関し適宜指摘・助言等を
行っております。

ソフィー・コルノウスキー-ボネ 8回中8回
（100%） －

ロシュ・グループの経営メンバーとしてのグローバ
ルな観点から、当社の経営に関し適宜指摘・助言等を
行っております。

社
外
監
査
役

原 壽 8回中7回
（87.5%）

10回中10回
（100%）

企業法務専門家（弁護士）としての豊富な経験・知識
等から、当社の経営に関し適宜発言等を行っており
ます。

石 塚 達 郎 8回中8回
（100%）

10回中10回
（100%）

企業会計専門家（公認会計士）としての豊富な経験・
知識等から、当社の経営に関し適宜発言等を行って
おります。

注）	 	取締役フランツ・ベルンハント・フーマー氏は2014年３月27日の就任後に開催された取締役会への出席状況を記載しております。

❸ 責任限定契約の内容の概要
　当社は、社外取締役及び社外監査役全員との間で、会社法第423条第１項の賠償責任について、法令に定める要件
に該当する場合には賠償責任を限定する旨の契約（責任限定契約）を締結しております。当該契約に基づく賠償責任
の限度額は法令で定める最低責任限度額であります。
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事 業 報 告

(3)取締役及び監査役に対する報酬等に関する事項
　当社は、取締役及び監査役の報酬につきまして、当社グループの企業価値の最大化に資することを基本とし、業績と
の連動、株主の皆様との価値共有も考慮した報酬水準及び体系となるよう設計しております。
　取締役の報酬につきましては、固定報酬である定例報酬、業績に応じて支給される賞与、長期インセンティブとして
付与されるストック・オプションの３つにより構成し、株主総会で承認された報酬枠の範囲内において当社基準に基づ
き取締役会の決議を経て支給することとしております。また、役付取締役の報酬につきましては、社外取締役及び社外
取締役経験者で構成された報酬委員会において報酬に関する方針及びその内容を決定することとし、決定プロセスの
客観性と透明性を確保しております。
　社外取締役及び監査役（社外監査役を含む）の報酬につきましては、固定報酬である定例報酬のみとし、株主総会にて
承認された報酬枠の範囲内で、社外取締役については取締役会の決議を、監査役については監査役の協議を経て支給す
ることとしております。
　なお、当社は2009年３月開催の第98回定時株主総会の決議により取締役に対する退職慰労金制度を、2006年３月
開催の第95回定時株主総会の決議により社外取締役及び監査役（社外監査役を含む）に対する退職慰労金制度をそれ
ぞれ廃止しております。

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数

（名）定例報酬 賞与 一般型
ストック・オプション

株式報酬型
ストック・オプション

取締役
（社外取締役を除く） 745 304 220 104 117 ６

社外取締役 45 45 － － － ４
計 790 569 104 117 10

監査役
（社外監査役を除く） 63 63 － － － ２

社外監査役 22 22 － － － ２
計 85 85 － － ４

注）	1.		上記には、当事業年度中に退任した取締役２名を含んでおります。
	 2.		取締役（全員）の報酬等（定例報酬及び賞与）の額は、2007年３月開催の第96回定時株主総会での決議により年額750百万円以内とな

っております。
	 	 	　また、これとは別枠で、ストック・オプションとして割り当てる新株予約権に関する取締役の報酬限度額は、2009年３月開催の第98回

定時株主総会での決議により一般型ストック・オプションは年額125百万円以内、株式報酬型ストック・オプションは年額150百万円以
内となっております。

	 3.	監査役（全員）の報酬の額は、2006年３月開催の第95回定時株主総会での決議により年額100百万円以内となっております。
	 4.	上記の「賞与」の額は、当事業年度に係る役員賞与引当金繰入額であります。
	 5.		上記の「一般型ストック・オプション」及び「株式報酬型ストック・オプション」の額並びに「対象となる役員の員数」は、当事業年度に費

用計上した額及びその対象となる役員の員数であります。
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	 6.		上記の「報酬等の総額」のほか、役員退職慰労金としてそれぞれの就任時から退職慰労金制度廃止までの分につき、次のとおり支給し
ております。

	 	 	 	 退任取締役（社内）１名	 54百万円
	 	 	 	 退任取締役（社外）１名	 １百万円
	 	 	 	なお、当社は2009年３月開催の第98回定時株主総会にて業務執行を伴う取締役に対する退職慰労金制度を廃止し、第98回定時株主

総会終結後引き続き在任する当該取締役に対して、制度廃止までの在任期間に対応する退職慰労金をそれぞれの退任時に贈呈するこ
とを決議いただいております。

	 	 	　また、2006年３月開催の第95回定時株主総会にて業務執行を伴わない取締役及び監査役に対する退職慰労金制度を廃止し、第95
回定時株主総会終結後引き続き在任する当該取締役及び監査役に対して、制度廃止までの在任期間に対応する退職慰労金をそれぞれ
の退任時に贈呈することを決議いただいております。

	 7.		社外取締役フランツ・ベルンハント・フーマー及びダニエル・オデイの２名が当事業年度において当社親会社又は当該親会社の子会社
から受けた役員としての報酬等の総額は1,832百万円（当事業年度における期中平均相場による円換算額）であります。

	 8.		上記の当事業年度における「賞与」のほか、前事業年度に係る役員賞与として、前事業年度に係る事業報告に記載した役員賞与引当金
繰入額185百万円のほか、取締役（社内）5名に対して、金34百万円を支給しております。

(1)会計監査人の名称
　有限責任	あずさ監査法人

(2)当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

①当事業年度に係る会計監査人としての報酬等 114百万円
②当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 128百万円

注）	1.		当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査、金融商品取引法に基づく監査及び連結子会社として親会社へ
報告する財務諸表の監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、①の金額にはこれらの合計額を記載し
ております。

	 2.		当社の重要な子会社のうち、中外ファーマ・マーケティング・リミテッドは、当社の会計監査人以外の公認会計士又は監査法人（外
国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含む）の計算関係書類（これに相当するものを含む）の監査（会社法又は金融
商品取引法（これらの法律に相当する外国の法令を含む）の規定によるものに限る）を受けております。

(3)会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
会計監査人の適格性、独立性を害する事由等の発生により、適正な監査の遂行が困難であると認められる場合等、そ
の必要があると判断した場合は、取締役会は、監査役会の同意を得て、又は監査役会の請求により、会計監査人の解任又
は不再任を株主総会の会議の目的とすることとします。
また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合は、監査役会は監査役全員
の同意により会計監査人を解任いたします。

会計監査人の状況5

(4)その他会社役員に関する重要な事項
　該当する事項はありません。
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事 業 報 告

　当社グループは、「革新的な医薬品とサービスの提供
を通じて新しい価値を創造し、世界の医療と人々の健康
に貢献する」というミッションを掲げ、その実現に向け
て透明かつ公正で高い倫理性を持った企業活動を追求
しております。会社法に基づき、内部統制に関する基本
方針を以下のとおり取締役会にて決議し、当社グループ
の業務が適正に行われることを確保すべくより強固な
体制を構築しております。

❶  取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に
適合することを確保するための体制

・	取締役及び使用人はその職務の遂行に当たり、別に
定める「中外ビジネス・コンダクト・ガイドライン
（中外BCG）」を遵守するものとする。
・	法令等遵守の統轄部署としてCSR推進部を置く。
・	監査部は、別に定める「内部監査規程」に基づき内部
監査を行い、その結果を経営会議及び監査役会に報
告するものとする。
・	財務報告の信頼性を確保するための内部統制の体
制を整備・運用し、適切に評価を行うものとする。

❷  取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に
関する体制

・	取締役の職務遂行に係る文書及び情報については、
別に定める「文書管理規程」及びその他社内規程に
基づき適切に保存・管理を行うものとする。
・	監査役会又は監査役が要求した場合、当該文書は速
やかに閲覧に供されるものとする。

❸ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・	損失の危険の管理に関する規程その他の体制に関
する事項については、別に定める「リスク管理規程」
及びその他社内規程に基づき、企業活動に影響を及
ぼすおそれのあるリスクの未然防止及びトラブル
発生時における迅速・適切な対応を図るものとす
る。

❹  取締役の職務の執行が効率的に行われることを確
保するための体制

・	取締役の職務の執行が効率的に行われることを確
保するため、取締役会は各取締役の職務の執行を監
督するものとする。
・	取締役会の機能強化と迅速な意思決定を目的とし
て、取締役員数の適正化と社外取締役の登用を行う
とともに、業務執行における役割責任の明確化を目
的とした執行役員制度を導入し、効率的な業務執行
を図るものとする。
・	別に定める「決裁規程」に基づき、迅速効率的な業務
執行を図るものとする。

❺  株式会社並びにその親会社及び子会社からなる企
業集団における業務の適正を確保するための体制

・	中外グループにおける業務の適正を確保するため、
別に定める「関係会社管理規程」に基づき関係会社
ごとに管理組織を設け、業務の適正運営に努めるも
のとする。
・	監査部は、別に定める「内部監査規程」に基づき関係
会社に対し、業務活動が法令及び定款等に準拠して
適正かつ効率的に運営されているかを監査するも
のとする。

業務の適正を確保するための体制 6

34

010_0410001102703.indd   34 2015/02/10   18:48:40



❻ 反社会的勢力排除に向けた体制
・	「中外ビジネス・コンダクト・ガイドライン（中外
BCG）」に基づき、反社会的勢力及び団体との一切
の関係を排除するための社内体制を整備・維持する
ものとする。

❼  監査役がその職務を補助すべき使用人を置くこと
を求めた場合における当該使用人に関する体制

・	監査役会及び監査役の職務を補助する組織として
監査役室を設置する。

❽ 前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項
・	監査役室は監査役会直属の組織とし、監査役室に所
属する使用人の人事異動、人事評価、懲戒処分等、雇
用に係る重要事項についてはあらかじめ監査役会
の同意を得るものとする。

❾  取締役及び使用人が監査役に報告するための体制
その他の監査役への報告に関する体制

・	取締役は、監査役会が「監査役会規則」に基づき定め
た事項を監査役会に報告するものとする。
  その他監査役の監査が実効的に行われることを確
保するための体制

・	代表取締役は監査役会と定期的に会合を持ち、会社
が対処すべき課題、監査役監査の環境整備の状況、
監査上の重要課題について意見を交換し、相互認識
を深めるよう努めるものとする。
・	中外グループの取締役及び使用人は、監査役が別に
定める「監査役監査基準」に基づき、監査を行う場合
にはこれに協力するものとする。

注）	｢事業報告」において、記載金額は単位未満を四捨五入し、株式数及び持株比率は単位未満を切り捨てて表示しております。

当社のコーポレート・ガバナンス体制

会計監査
CEO/COO

執行役員
各組織

IR委員会
リスク管理委員会
CSR推進委員会

ヘルスケアコンプライアンス委員会

選任・解任

任解・任選任解・任選任解・任選

助言

推進

監査

報告

内部監査

経営会議

監査部

監査

株主総会

人
査
監
計
会

取締役会
取締役

監査役会
監査役

ご参考

※International Advisory Council（IAC）　
当社は、日・米・欧の著名な産業人や各界の専門家などで構成される諮問機関International Advisory Councilを設置し、グローバルなビジネス環境
変化への対応や適正な企業姿勢によるビジネス展開のために有益な助言を受け、意思決定の充実に努めています。

IAC※
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連 結 計 算 書 類

科　目 2014年度 2013年度
（ご参考）

資産
非流動資産：
有形固定資産 140,245 140,445
無形資産 11,286 9,514
長期金融資産 10,755 9,066
繰延税金資産 25,673 19,244
退職後給付資産 1,946 3,862
その他の非流動資産 10,728 10,846

非流動資産合計 200,635 192,977
流動資産：
棚卸資産 139,571 128,536
営業債権及びその他の債権 159,773 128,182
未収法人所得税 114 205
有価証券 116,030 119,573
現金及び現金同等物 114,037 115,070
その他の流動資産 9,379 12,669

流動資産合計 538,904 504,235
資 産 合 計 739,538 697,212
負債
非流動負債：
長期有利子負債 △	185 △	195
繰延税金負債 △	10,722 △	12,211
退職後給付負債 △	2,616 △	1,269
長期引当金 △	2,110 △	2,082
その他の非流動負債 △	11,799 △	10,584

非流動負債合計 △	27,432 △ 26,341
流動負債：
短期有利子負債 △	29 △	38
未払法人所得税 △	16,619 △	12,673
短期引当金 △	987 △	105
営業債務及びその他の債務 △	62,694 △	59,544
その他の流動負債 △	34,021 △	25,307

流動負債合計 △	114,350 △ 97,667
負 債 合 計 △ 141,782 △ 124,008
純 資 産 合 計 597,756 573,204
資本の帰属：
当社の株主持分 596,099 571,692
非支配持分 1,657 1,512
資 本 合 計 597,756 573,204

（単位：百万円）連結財政状態計算書（国際会計基準）（2014年12月31日現在）
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（単位：百万円）

科　目
当社の株主持分

非支配持分 資本合計資本金 資本剰余金 利益剰余金 その他の
資本構成要素 合計

2014年１月１日現在 72,967 65,768 426,213 6,744 571,692 1,512 573,204
当期利益 － － 50,980 － 50,980 1,097 52,077
売却可能金融資産 － － － 1,050 1,050 － 1,050
キャッシュ・フロー・ヘッジ － － － △	4,052 △	4,052 － △	4,052
在外子会社等の為替換算差額 － － － 851 851 10 862
確定給付制度の再測定 － － △	1,451 － △	1,451 △	1 △	1,452

当期包括利益合計 － － 49,529 △ 2,150 47,379 1,107 48,485
剰余金の配当 － － △	24,521 － △	24,521 △	962 △	25,483
ストック・オプション － △	73 － － △	73 － △	73
自己株式 － 1,623 － － 1,623 － 1,623

2014年12月31日現在 72,967 67,317 451,220 4,594 596,099 1,657 597,756

連結持分変動計算書（国際会計基準）（2014年1月1日から2014年12月31日まで）

科　目 2014年度 2013年度
（ご参考）

売上収益 461,109 423,652
製商品売上高 436,883 401,298
ロイヤルティ及びその他の営業収入 24,226 22,354

売上原価 △ 218,076 △ 186,977
売上総利益 243,033 236,675

販売費 △ 71,742 △ 71,588
研究開発費 △ 80,800 △ 74,280
一般管理費等 △ 14,632 △ 12,069

営業利益 75,859 78,738

金融費用 △ 11 △ 12
その他の金融収入（支出） 315 △ 1,782

税引前当期利益 76,164 76,944

法人所得税 △ 24,087 △ 25,058
　当期利益 52,077 51,886

当期利益の帰属：
当社の株主持分 50,980 50,895
非支配持分 1,097 991

（単位：百万円）連結損益計算書（国際会計基準）（2014年1月1日から2014年12月31日まで）
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計 算 書 類

（単位：百万円）貸借対照表（日本基準）（2014年12月31日現在）
科　目 2014年度 2013年度

（ご参考）
（資産の部）

流動資産 496,139 452,309
現金及び預金 91,439 101,985
売掛金 149,307 117,852
有価証券 98,996 97,996
商品及び製品 69,634 57,787
原材料及び貯蔵品 21,009 19,809
前払費用 3,262 2,759
繰延税金資産 21,703 15,920
未収入金 36,359 28,527
関係会社短期貸付金 － 548
その他 4,429 9,129
貸倒引当金 － △	3

固定資産 138,205 132,910
有形固定資産 47,838 44,378
建物 26,697 25,123
構築物 879 907
機械及び装置 3,641 2,145
車両運搬具 19 18
工具、器具及び備品 5,854 5,228
土地 9,147 9,315
リース資産 4 5
建設仮勘定 1,597 1,637

無形固定資産 891 609
ソフトウエア 249 175
その他 642 434

投資その他の資産 89,476 87,922
投資有価証券 9,856 8,892
関係会社株式 55,789 55,790
関係会社出資金 1,075 59
従業員に対する長期貸付金 2 3
関係会社長期貸付金 1,100 1,200
長期前払費用 5,219 4,720
繰延税金資産 12,186 12,834
敷金及び保証金 4,008 4,175
長期未収入金 12 12
その他 379 379
貸倒引当金 △	148 △	140
資 産 合 計 634,344 585,219

科　目 2014年度 2013年度
（ご参考）

（負債の部）
流動負債 113,488 90,036
買掛金 42,267 36,376
リース債務 3 3
未払金 890 818
未払費用 38,786 27,191
未払法人税等 16,531 12,874
未払消費税等 1,555 780
預り金 1,042 1,035
賞与引当金 4,811 4,707
役員賞与引当金 220 186
売上割戻引当金 2,509 1,435
環境対策引当金 127 －
解体撤去引当金 244 28
設備関係未払金 4,396 4,584
その他 106 18

固定負債 6,149 5,026
リース債務 1 2
退職給付引当金 3,677 2,538
役員退職慰労引当金 599 649
環境対策引当金 － 174
解体撤去引当金 516 313
資産除去債務 1,306 1,284
その他 49 67
負 債 合 計 119,637 95,062

（純資産の部）
株主資本 509,205 481,154
資本金 72,967 72,967
資本剰余金 92,815 92,815
資本準備金 92,815 92,815

利益剰余金 376,793 350,343
利益準備金 6,480 6,480
その他利益剰余金 370,313 343,863
固定資産圧縮積立金 703 719
別途積立金 149,220 149,220
繰越利益剰余金 220,390 193,924

自己株式 △	33,370 △	34,970
評価・換算差額等 4,047 7,579
その他有価証券評価差額金 3,936 3,417
繰延ヘッジ損益 111 4,163

新株予約権 1,455 1,424
純 資 産 合 計 514,707 490,158
負 債 純 資 産 合 計 634,344 585,219
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科　目 2014年度 2013年度（ご参考）

売上高 451,775 417,393

売上原価 214,484 192,384

売上総利益 237,291 225,009

販売費及び一般管理費 165,381 156,117

営業利益 71,910 68,892

営業外収益 4,413 3,240

受取利息及び配当金 1,357 925

その他の営業外収益 3,056 2,315

営業外費用 1,189 3,237

支払利息 7 7

その他の営業外費用 1,182 3,230

経常利益 75,134 68,895

特別利益 307 9

固定資産売却益 307 9

特別損失 28 1,182

固定資産売却損 11 －

減損損失 18 1,179

投資有価証券評価損 0 3

税引前当期純利益 75,413 67,722

法人税、住民税及び事業税 27,289 23,670

法人税等調整額 △	2,931 △	1,872

当期純利益 51,056 45,925

（単位：百万円）損益計算書（日本基準）（2014年1月1日から2014年12月31日まで）
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計 算 書 類

科　目 金　額

株
主
資
本

資
本
金

当期首残高 72,967
当期変動額
当期変動額合計 －

当期末残高 72,967

資
本
剰
余
金

資
本
準
備
金

当期首残高 92,815
当期変動額
当期変動額合計 －

当期末残高 92,815

利
益
剰
余
金

利
益
準
備
金

当期首残高 6,480
当期変動額
当期変動額合計 －

当期末残高 6,480

そ
の
他
利
益
剰
余
金

固
定
資
産
圧
縮
積
立
金

当期首残高 719
当期変動額
固定資産圧縮積立金の取崩 △	16
当期変動額合計 △	16

当期末残高 703

別
途
積
立
金

当期首残高 149,220
当期変動額
当期変動額合計 －

当期末残高 149,220

繰
越
利
益
剰
余
金

当期首残高 193,924
当期変動額
固定資産圧縮積立金の取崩 16
剰余金の配当 △	24,521
当期純利益 51,056
自己株式の処分 △	84
当期変動額合計 26,466

当期末残高 220,390

科　目 金　額

株
主
資
本

自
己
株
式

当期首残高 △	34,970
当期変動額
自己株式の取得 △19
自己株式の処分 1,620
当期変動額合計 1,601

当期末残高 △ 33,370

株
主
資
本
合
計

当期首残高 481,154
当期変動額
剰余金の配当 △	24,521
当期純利益 51,056
自己株式の取得 △	19
自己株式の処分 1,536
当期変動額合計 28,051

当期末残高 509,205

評
価
・
換
算
差
額
等

そ
の
他
有
価
証
券

評
価
差
額
金

当期首残高 3,417
当期変動額
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 519
当期変動額合計 519

当期末残高 3,936
繰
延
ヘ
ッ
ジ

損
益

当期首残高 4,163
当期変動額
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △	4,052
当期変動額合計 △	4,052

当期末残高 111
評
価
・
換
算

差
額
等
合
計

当期首残高 7,579
当期変動額
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △	3,533
当期変動額合計 △	3,533

当期末残高 4,047
新
株
予
約
権

当期首残高 1,424
当期変動額
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 31
当期変動額合計 31

当期末残高 1,455

純
資
産
合
計

当期首残高 490,158
当期変動額
剰余金の配当 △	24,521
当期純利益 51,056
自己株式の取得 △	19
自己株式の処分 1,536
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △	3,502
当期変動額合計 24,549

当期末残高 514,707

（単位：百万円）株主資本等変動計算書（日本基準）（2014年1月1日から2014年12月31日まで）

注）「連結計算書類」及び「計算書類」において記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。
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監 査 報 告 書

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書（謄本）

2015年１月23日
中外製薬株式会社
　取締役会 	御中

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、中外製薬株式会社の2014年１月１日から2014年12月
31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結財政状態計算書、連結損益計算書、連結持分変動計算書
及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、連結計算書類を国際会計基準で求められる開示項目の一部を省略して作成することを認めてい
る会社計算規則第120条第１項後段の規定により作成し、適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬に
よる重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明
することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、
監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続
は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、
リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に
関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ
て行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、会社計算規則第120条第１項後段の規定により国際会計基準で求められる開示項目の一部を省略
して作成された上記の連結計算書類が、中外製薬株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に
係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

独立監査人の監査報告書

有限責任	あずさ監査法人
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士	目加田　雅　洋	
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士	椎 名 　 弘	
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 林 茂 夫

印

印

印
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監 査 報 告 書

会計監査人の監査報告書（謄本）

2015年１月23日
中外製薬株式会社
　取締役会 	御中

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、中外製薬株式会社の2014年１月１日から2014年
12月31日までの2014年事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個
別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属
明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し
て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ
いて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのも
のではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した
会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属
明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において
適正に表示しているものと認める。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

独立監査人の監査報告書

有限責任	あずさ監査法人
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 目加田　雅　洋
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 椎 名 　 弘
指 定 有 限 責 任 社 員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 小 林 茂 夫

印

印

印
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監査役会の監査報告書（謄本）

　当監査役会は、2014年１月１日から2014年12月31日までの2014年事業年度における取締役の職務の執行に関し、
各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
1．監査役および監査役会の監査の方法およびその内容
　監査役会は、当期の監査方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況および結果について報告を受け
るほか、取締役等および会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、当期の監査方針、監査計画等に従い、取締役、監査部
その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集および監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要
な会議に出席し、取締役および使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、
重要な決裁書類等を閲覧し、本社および主要な事業所において業務および財産の状況を調査いたしました。また、
事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他株式
会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項および第３項に定める体制の
整備に関する取締役会決議の内容および当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取
締役および使用人等からその構築および運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見
を表明いたしました。子会社については、子会社の取締役および監査役等と意思疎通および情報の交換を図り、必
要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告およびその附
属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視および検証するとともに、
会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から
会社計算規則第131条に掲げられている会計監査人の職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制を、
「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求
めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書
および個別注記表）およびその附属明細書ならびに連結計算書類（連結財政状態計算書、連結損益計算書、連結持
分変動計算書および連結注記表）について検討いたしました。
2．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
	 一　事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
	 二　取締役の職務の遂行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められません。
	 三	　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関

する事業報告の記載内容および取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
（2）計算書類およびその附属明細書の監査結果
	 会計監査人	有限責任あずさ監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。
（3）連結計算書類の監査結果
	 会計監査人	有限責任あずさ監査法人の監査の方法および結果は相当であると認めます。

監査報告書

以	　上
（注）	監査役	原壽および石塚達郎は、会社法第２条第16号および第335条第３項に定める社外監査役であります。

2015年１月26日 中外製薬株式会社　監査役会
常勤監査役 三　輪　光太郎
常勤監査役 渡 辺 邦 敏
監 査 役 原 壽
監 査 役 石 塚 達 郎

印

印

印

印
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ご参考  中外製薬のCSR（社会責任）

中外製薬は、「アンメット・メディカル・ニーズ」を満たす革新的医薬品の創出を目指し、
企業の社会的信頼を確立するとともに社会の持続的発展に貢献していきます。

■  ＣＳＲの考え方   ■

中外製薬は、存在意義（Mission）を具現化するために、会社と個人が共有する7つの価値観(Core	Values)を定
め、目指す姿（Envisioned	Future）に向かって健全な事業活動を行うという「ミッションステートメント」を掲げていま
す。そして価値観（Core	Values）に基づき、経営の意思決定と従業員の具体的な行動規準として、「中外BCG」を制
定し日々実践するとともに、中期経営計画「ACCEL	15」を支える基盤として各部門の活動に反映しています。中外
製薬では、こうしたミッションステートメントと中外BCGにのっとった企業活動そのものがCSRであると考えています。

在宅福祉移送サービスカーを寄贈
～寄贈開始から30年、累計203台に～

T O P I C S ❶

ご高齢の方や障がいをお持ちの方への福祉に取り組んでいる
5団体に「在宅福祉移送サービスカー」（移送サービス用福祉車
両）を寄贈いたしました（2014年９月〜10月）。この寄贈事業は
1985年から継続して行っており、2014年は30回目にあたりま
す。今回寄贈した5台を含め累計台数は203台となりました。

グローバルヘルス技術振興基金（GHIT Fund）＊へ参画

T O P I C S ❷

「開発途上国の人々が感染症による苦難を乗り越え、先進国と同様に繁栄と長寿社会を享受できる世界
を目指す」を活動のビジョンとする公益社団法人グローバルヘルス技術振興基金（GHIT	Fund）に対し設立
の背景・趣旨に賛同し、参画いたしました（2014年12月）。
＊	公益社団法人グローバルヘルス技術振興基金（GHIT	Fund）	 	
エイズ、結核やマラリア、「顧みられない熱帯病（NTDs）」等の、特に開発途上国で蔓延する感染症の制圧を目指して、日本発の新薬開発を推
進している国際的な非営利組織です。GHIT	Fundは、日本国政府、製薬企業、ビル&メリンダ・ゲイツ財団による日本初の官民パートナーシッ
プとして設立され、日本と海外の研究機関の連携促進や助成金交付を通して新薬開発を促進しています。
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中外製薬	CSR 検 索詳しくはホームページをご覧ください

障がい者スポーツの理念「活力ある共生社会の創造」を目指して
～中外ウェブサイトに新規コンテンツを公開～

T O P I C S ❸

障がい者スポーツやその競技で活躍する選手の姿を広く知っていただくために、障がい者スポーツを応援す
る新規コンテンツを中外ウェブサイト内に公開しました（2014年10月）。
当社は、社会貢献活動の一環として2013年9月より公益財団法人日本障がい者スポーツ協会	日本

パラリンピック委員会（Japan	Paralympic	Committee：JPC）のオフィシャルパートナーとして協賛し、障が
い者スポーツの理念「活力ある共生社会の創造」の実現を目指し、普及啓発活動を積極的に応援しています。

▶コンテンツへは下記URLからアクセスいただけます。
当社ウェブサイト CSR情報 「障がい者スポーツを応援しています」
http://www.chugai-pharm.co.jp/csr/parasports/index.html

2014年主な活動報告

障がい者スポーツ啓発冊子

日本科学未来館との共同企画
イベント(義足着用体験の様子）

●「障がい者スポーツ啓発冊子」作成
●	日本科学未来館との共同企画イベントの実施
●	障がい者スポーツ体験会の実施
●	パラリンピック報道写真展を開催
●	トークショー「壁なんて破れる！」を開催
●		障がい者スポーツ写真展と車いすバスケ体験
会を実施（宇都宮工場）

●	第29回全国盲学校野球大会	
（グランドソフトボール）神奈川大会を支援
●	障がい者スポーツパネル展の開催	
（キッズプラザ大阪）
●	日本チェアスキー協会と共同ブースを出展
●	2014ジャパンパラウィルチェアーラグビー	
競技大会への協賛

●	日本科学未来館にて「誰でもアスリート	
－障害者週間2014」開催

車いすバスケ体験会

全国盲学校野球大会の様子
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ご参考  中外製薬の人財マネジメント

多種多様な人財の活躍を可能とする
ダイバーシティマネジメントの推進

外製薬では、多種多様な人財が生き生きと働き、
新しい価値を生み出すための「ダイバーシティマ

ネジメントの推進」を経営の重要課題と位置付け、まず性
別（ジェンダー）による多様性について、2010年にワー
キングチームを発足し検討を始めました。2012年には
「ダイバーシティ推進室」を設置し、ジェンダーに加え、ナ
ショナリティ、シニアなどへの取り組みも進めています。
これまで全従業員に対してe-ラーニングの実施や啓発
ガイドブックを配布したほか、2014年には全マネジャー
に対して多様化する部下やチームのマネジメントの研修
を実施しました。女性の活躍推進に向けては、全部門で

ジェンダーに続き、ナショナリティ、シニアへのダイバーシティの推進により、
トップ製薬企業像実現につながる人財マネジメントを進めていきます。

生
産
性
の
向
上
、企
業
価
値
の
向
上

2010 2011 2012 2013 2014 2015
ジ
ェ
ン
ダ
ー

ジェンダー・ダイバーシティ
マネジメントワーキングチーム活動

答申を受けての施策展開 利用者の多様化 自律的、生産性の
高い働き方の見直し

自律的、生産性の
高い働き方の実現

女性の活躍推進
女性リーダー育成

女性の役割の
多様化

シ
ニ
ア

マインドセット 活躍推進 活躍する
シニア世代の定着

ナ
シ
ョ
ナ
リ
テ
ィ

採用方法の検討 採用の定着化・拡大

受入環境整備 受入職場の拡大 外国人社員の活躍

● 女性の意識・育成
● ライフイベント両立支援
● 多様な職場風土の定着

具体的な活動
女性フォーラムの開催、在
宅勤務制度、育児休職一
部有給化導入、マネジャー
研修、e-ラーニング

答申

多
様
な
人
財
が
活
躍

中 のフォーラムや女性取締役との意見交換会などにより
キャリアについて啓発を図ってきたほか、2014年からは
女性リーダーの育成に向けた研修を導入しました。女
性の管理職層は9.1%と拡大しており、今後は、女性の
次世代リーダー層の拡充に向けた取り組みを進めてい
きます。
　従業員の多様化に伴い、育児や介護などのライフイベ
ントと仕事の両立に向けた就業制度の拡充や、ランチ交
流会、社内イントラネットなどで情報提供を行っていま
す。2014年には育児休職後のキャリア形成支援に向け
て本人とその上司に対し動画配信を始めました。また、
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中外製薬	CSR 検 索詳しくはホームページをご覧ください

65歳まで働くことを前提とし、50歳時でのキャリア研修
を実施しているほか、2013年に実施した介護セミナー
を踏まえ、2014年には介護に関するポータルサイトを拡
充しました。子育てや介護をする従業員が多くなり、グ
ローバルとの仕事の機会も増えていることから、在宅勤

務制度の利用率も高まっています。また、外国人社員向
けの情報支援サイトを設け、ともに働くための環境整備
に努めています。トップ製薬企業像の実現に向けて革新
を生み出していくため、より多様な従業員の活躍を促進
していくことでダイバーシティを加速していきます。

「均等・両立推進企業表彰」において
厚生労働大臣優良賞・東京労働局長優良賞を同時受賞
厚生労働省が主催する平成26年度「均等・両立推進企業表彰」において「均等推進企業部門	厚生労働大臣優
良賞」及び「ファミリー・フレンドリー企業部門	東京労働局長優良賞」を同時に受賞しました。
均等・両立推進企業表彰は、「女性労働者の能力発揮の促進」及び「仕事と育児・介護との両立支援」について、他

に模範となる取り組みを推進している企業を表彰するものです。今回、二つの賞を同時受賞したことは、当社がダイ
バーシティ推進を経営の最重要課題として行ってきた様々な	 	
取り組みが評価されたものと考えております。

当社の具体的な取り組み

管理職層に占める女性の割合
係長クラス  2011年度 20.0% → 2013年度 22.1%
課長クラス  2011年度  7.3% → 2013年度 9.2%
部長クラス  2011年度 3.6% → 2013年度  5.5%

「均等推進企業部門　厚生労働大臣優良賞」授賞式にて

●	2010年にワーキングチームを結成し、女性のマネ
ジャー数を5年間で倍増させる目標を設定し、取り
組みを開始。

●	2012年1月に人事部内に「ダイバーシティ推進室」
を設置し、性別に関わらず客観的尺度で人財を選抜
し育成するタレントマネジメントの導入、人事処遇制
度の改定とあわせた3つの柱で人財マネジメントを
推進。

●	各部門のダイバーシティ推進チームが部門の状況に
応じた課題解決の取り組みを推進。

●	ダイバーシティ推進の取り組みの成果として、管理
職層に占める女性の割合が増加。
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株主総会会場ご案内図
東京都中央区日本橋蛎殻町二丁目１番１号
ロイヤルパークホテル３階 ロイヤルホール 電話：（03）3667-1111（代表） 

会 場

ロイヤルパークホテルロイヤルパークホテル

東京シティ
エアターミナル
東京シティ
エアターミナル

日本橋公会堂日本橋公会堂

重盛永信堂重盛永信堂

明治座明治座

浜町公園前

有馬小有馬小

浜町中ノ橋

トルナーレ日本橋浜町トルナーレ日本橋浜町

浜町Fタワー浜町Fタワー

隅田川
清洲橋

水天宮前

甘酒横丁

人形町

A1出口

A3出口

箱崎JCT箱崎JCT

4番出口（直結）4番出口（直結）清
洲
橋
通
り

首都高速６号

新大橋通り

甘酒横丁

金座通り

人
形
町
通
り

人
形
町
通
り

水
天
宮
通
り

人形町駅人形町駅
都営浅草線

水天宮前駅水天宮前駅
東京メトロ半蔵門線

人形町駅人形町駅
東京メトロ日比谷線東京メトロ日比谷線

水天宮水天宮
（建替中）

交通機関のご案内

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

清澄白河

三越前

4番出口（直結）
ロイヤルパークホテル

シティエアターミナル方面改札

日本橋日本橋

東日本橋東日本橋
東京メトロ

日比谷線
東京メトロ

日比谷線

A3A3

江戸橋・人形町交差点
（東側）方面改札

茅場町

A1

小伝馬町

水天宮前交差点方面改札

東京メトロ半蔵門線
「水天宮前駅」下車 4番出口直結

都営浅草線
「人形町駅」下車 A3出口より徒歩約９分

東京メトロ日比谷線
「人形町駅」下車 A1出口より徒歩約７分

◦A3出口を出て左に。
人形町交差点を左折
し、約700m直進。

◦A1出口を出て左に。
（水天宮前交差点方面
に）約500m直進。

最寄り駅から会場までのアクセス
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